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研究ノー ト

自治体定年退職者 の退職後 の生活 と
健康 の関連 に関する実証研究

西田 厚子、堀井とよみ、筒井 裕子(滋 賀県立大学人間看護学部)

            平 英美(滋 賀医科大学医療文化学講座)

背景 日本 の急激 な高齢化 の進展 に伴 い、 これまでの要援護者 を中心 とした高齢者保健福祉対策 は、 自

立 した活動性 の高 い高齢者 への支援 へ とその比重 を高 めっっある。多 くの高 齢者 は、定年退職を経 て、

中年期 での企業 ・職域志 向型 の生活 か ら、 高齢 期での家族 ・地域志 向型 への生活へ と、その生活構 造 を

大 き く変容 させ る。特 に、私 たちは、 この ことか らも、退職後 の生活設 計には、 アクティブ ・エイ ジ ン

グの視点 か ら健康 問題 と社会参加活動 とを総合 的に捉 える ことが重要 であ ると考え る。

 アクテ ィブ ・エイ ジ ングとは、高齢 期を非生産的 な段 階 と捉 え る従来 の見方 に抗 して、R. N. Butler

らによ り提唱 された高齢者観 である。彼 は、高齢者 も、就労 やボ ランテ ィア活動、家族員への支援 な ど

を通 して積極的 に自立 した生活 を産 出す る主体 であ り続 け ることがで きる、 社会 もそれをサ ポー トすべ

きだ と主張す る。 したが って、定年退職 は、む しろ職業 的自我 か ら解放 され、よ り自由で 自発的 な社会

参加 が可能 にな る契機で あるとみ ることもできるのである。 その一方 で、 「ぬれ落 ち葉症候群」 な どの

語 があるよ うに精神 的疎外感 を伴 うことも指摘 されている。 そ こで、本研究 で は、現在の 日本 にお いて

定年制 が強固 な制度 として存在 している と考え られる地方 自治体 の定年退職者 に焦点をあて、そ の健康

状態、活動性、 ネ ッ トワーク等 の関連 を検討 する ことを目的 としている。

目的 地方 自治体退職者 を対象 に、健康状 態 と退職後 の生活構造 の変化、活動 性、退職準備行動等 との

関連性 にっ いて 明 らか にす る。

方法 近畿 圏内 にある地方 自治体 の退 職者(以 下、退職者 とい う)695名 に対 して ア ンケー ト調 査 を実

施 し、 退職 者517名 を分析対象 とした。 健康状態、社会活動参 加状況、老化意 識尺度、退職準備 度、 退

職後 の就労意向 および生活変化 に関す る無記名 自記式 ア ンケー トを行 った。

結果

i)退 職者 は、国民生 活基礎調査およびK市 の一般退職者 に比べて健康状態(健 康 自己評価、PCCモ ラー

  ル尺度、疾患数)お よび老化意識尺度 において良好 な状態 にある。

2)退 職者 の健康変数 は、社会参加度 とはほ とんど相関 しない。 しか し、健康 の変 数 は、強 く相関 す る

  老化意識尺度 を介 して社会参加度 と相 関 してお り、退職者 の社会参加 に間接 的 に影響 して いる。

3)退 職者 の現在 の就労率 は同年代 の中高年者 に比べて高 いが、就労 の有無 にかかわ らず、彼 らは家庭

  や地域へ の生活 の中心 を移行 させ ている。 このことか ら就労者 は就労 を社会貢 献活動の一形態 とし

  て選択 して いる。
                                       つながり
4)退 職者 の退職後 の気持 ち ・行動 の変化 の因子分析 では、 「retirement blue∫ 解放感∫ 縁 」の3因

  子が抽 出され た。

結論 自治体定年退職者 は、良好 な健康状態 および経済状況で あり、就労、地域活 動参加 な ど高 い活動

性 を有 して いる集団で ある。 しか しなが ら、退職後 の気持 ち ・行動 の変化で は、退 職者 は、 定年退職 を

新 たな人生へ の契機、職業生活か らの解放、 あるいは老 いの入 り口と して のネガテ ィブな ライ フイベ ン

トと して捉えて いる。今回 の調査結果 は、 日本 の社会で はいまだ定年退職 に対 す る価値観 が定 まってい

な いことを示唆 して いる。
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1.緒言

厚生労働省は、 2003年の『厚生労働白書Jで「活力あ

る高齢者像Jを新しい高齢者像として提示した 1)。そこ

で強調されているのは、"生涯現役"を目指すこと、つま

り高齢者になろうとも職業生活を継続し、様々な社会活

動へ主体的に参加し続けることである。 WHOも『第 2

阻高齢化に関する盟連総会』大会を契機に「アクティブ・

エイジング Cactiveaging) Jというスローガンを掲げ

ている。アクティプ・エイジング2)とは、高齢者も就労

やボランティア活動、家族員への支援などを通して積極

的に自立した生活を産出する主体であり続けることがで

きるという理念に基づくものである。もはや定年退職は

職業遂行という社会的役割から解放されて社会的責務か

らも退くことではありえなくなっている。このことは、

高齢化社会が進援する中で要介護高齢者への社会体制整

備を堆進してきた保健医療福祉関係者にとっては、高齢

者を単なる「社会的弱者」としてではなく社会の一翼を

うアクティブな世代の一員として捉え直すことを迫る

ものである。

われわれは、成人期に期待される職業役割を離脱して

新たに高齢者として期待される社会的役割へと移行する

過渡的な加齢過程を「退職移行期」と捉え、これまで滋

賀県M町3)や京都府K市 4)および看護者 5) を対象にした

調査を行ってきた。退職移行期は生活や心身に大きな変

化が生じることからリスクに満ちた人生のステージであ

ると考えられるO この危機を乗り越えてどのようにすれ

ばアクティブ・エイジングを実現できるのだろうか。

WHOは、そのためには個人が自覚的に取り組むだけで

なく社会的環境づくりが重要であることを強調している O

しかし、身体的変化に着目した医学的な視点ではなく、

人と社会環境の相互作用を捉えた新たなパラダイムの転

換となりうる実践的活動を展開するための実託研究は十

分とはいえないヘ

近代日本における定年制は明治時代に陸海軍から始ま

り次いで官吏へと広がり、大企業からさらには中小企業

へと普及していった7)。したがって、今回の調査対象で

ある自治体は、早くから定年制を髄度化した組織であり、

昨今、終身雇用制が見誼され壮年期の労働者の早期退職

などが問題 8)になる中で、定年制という制度的引退が継

続している組織でもある。すでに、英国では退職公務員

を対象とした基礎調査が実施され、一般労働者に比べて

高い所得と健康状態であることが明らかにされている的。

しかし、これまでの日本における退職研究では大企業

退職者がほとんどであり自治体定年退職者を対象とした

ものは見あたらない。

また、本報告で対象とした昌治体退職者は後述するよ

うに社会階層的に均質な集団と考えられる O そのため回
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答の偏りが生じる恐れがある反面、収入など階題性を示

す基本属性の要因の影響を受けにくいという長所を有し

ている。高齢者のQOLに関するこれまでの報告では、

アクティブ・エイジングのための基本的な条件は健康で

あることと経済的に困窮しないことであると強調されて

きたω。それは、高齢期にはこれらふたつの条件が喪失

されやすかったり、維持が困難であったりするためなの

だが、では、実際に健康や所得はそれぞれアクティブな

高齢期を過ごすためにどのくらいの重要性を持っている

といえるのだろうか。自治体退職者の場合は、経済的に

は問題を抱えていない集団である。したがって、経済的

条件がコントロールされたとき、退職後の活動性に健震

がどれくらいの作用を及ぼすのかを検討するためには格

好の対象となっている。さらに、経済や健康以外にも、

多くの要因が退職後の生活における活動性に関わる要因

なのだろうか。本研究では、これまでの地域保健活動で

は注目されることの少なかった社会的属性や意識に関す

る変数をできるだけ多く質問紙に盛り込み、それらと活

動性との関連性を明らかにすることを目指している。

ll.研究方法

上調査対象:調査対象者は、近畿地方のある地方自治

体を定年退職した満61-70歳の695名である。

2.調査方法および調査時期:郵送による無記名自記式

質問紙調査票を用いて2003年12月 18'""12月158に実

施した。回収数は519名で、そのうち、記入溺れのな

い有効回答数517名(脊効票率74.2%)を分析対象と

しfこO

3.分析に用いた変数:本稿では、全調査変数のうち、

基本的属性、健康状態、老化意識、就労状況、収入、

社会活動参加状況、日常生活行動、退職準備行動、退

職後の生活変化および気持ち・行動の変化に関する変

数群を分析に居いた。本稿で主に検討した変数の詳細

を以下に示す。

1 )基本的属性:性別、年齢、就労、収入、居住年数、

居住地域など。

2 )健康状態:健康自己評価、 PGCモラール尺度

Philadelphia Geriatric Center Morale Scale C以下、
PGCとする)、治療中の疾患およびその数(以下、疾

患数とする)、心身の不調の訴えおよびその数(以下、

愁訴数とする)の 4変数。健康自己評価は自分の健康

を「健藤JIまあ健康JIあまり健康でないJI健康で

ないJの4段階評価で尋ねた。 PGCは精神的健康の

指標としてLawtonらωが開発した尺度であるが、本

調査では日米共同研究結果より 2国間で共通とされた

11変数を使用した。

3 )老化意識:老化意識に関する変数は11あり、因子分



自治体定年退職者の退職後の生活と健康の関連に関する実証研究

析による検討を経てそのうち 9変数の合計得点 (36点

満点)を老化意識尺度として用いた。なお、 Cronbac

hのα係数はo.77であり、内的信頼性は確認された。

本尺度は合計得点が高いほど、対象者が老化を意識し

ていることを示す。

4)社会活動:各種団体への参加状況を 4段階評価で回

答を求めた。分析に探してはこれらの変数に「ょくす

るJ= 4点、「時々するJ= 3点、「ほとんどしないJ= 

2点、「全くしないJ= 1点を与え、同様に社会参加

状況の15変数を設定し、その合計得点 (60点満点)を

社会参加度とした。 Cronbachのα係数は0.85である 0

5 )退職準備行動:退職準備に関する10変数について、

「そう思うJ= 4点、「少しそう思うJ= 3点、「あまり

恩わないJ= 2点、「そう思わないJ= 1点の 4段階評

価で回答を求め、合計得点 (40点満点)を退職準備度

とした。 Cronbachのα係数は0.71である。

6 )退職後の生活変化:退職後の生活の変化を尋ねた 9

変数。同じく、合計得点 (36点満点)を生活変化度

(α=0.70)として用いている O

7 )退職後の気持ち・行動の変化:退職後の気持ちゃ行

動に関する20変数について「そう思うJI少しそう思

うJIあまり思わないJIそう思わない」の 4段階評価

で回答を求めた。

8 )社会的ネットワーク:親しい友人数、親戚数などを

たずねた。

分析方法:性鵬、居住年数、就労、収入など基本属性お

よび健康に関する 4変数ほか全質問項目閣で χ2検定

を行った。なお、数量型変数については、愁訴数、疾

病数は分布状況から IOJおよび円以上Jで2分し、
PGCおよび老化意識尺度については標準偏差を基準

に4分割するように再コードした。退職者のうち、就

労者および、非就労者の両群について平均値の有意な差

を確認するためにt検定を行った。量的な項目間の相

関の検討にはPearsonの相関係数を算出した。退職後

の気持ち・行動の変化の20変数については因子分析を

行い、さらに因子得点を求めた。

倫理的配慮:調査は、無記名の質問紙とし、データの管

理には厳重な注意を払った。また、調査対象者へは、

研究の目的、調査内容を説明し、調査により得たデー

タは、研究以外には使用されないことを明記した。

亜.結果

対象者の年齢構成は61-65歳が239名 (46.7%)、66-70
歳が269名 (52.5%)で平均年齢は65.6土2.81歳である。

性別は「男性」が426名 (83.7%)、「女性Jが83名(16.3
%)である。退職時の平均年齢は59.5土2.32歳で、退職

時の職業は「管理的事務従事者」が51.5%で最も多く、
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次いで「専門的・技術的職業技術者J20.4%、「事務従

事者J16.2%、「その他J12.2%である O 表 lは、各変

数関の桔関係数と有意水準を示したものである O 表 2は、

各変数間の X2検定結果のうち有意水準のみを表示しで

ある。表 3は、就労者と非就労者とを各変数でt検定し

た結果の一覧である O

1 .健康

1 )健康自己評価:自治体退職者の健康自己評価をみる

と、自分の健康状態を「まあ健康」とする者が60.0%

で最も多く、次いで「健康である」と感じている者が

26.3%で両者をあわせると83.6%を占める。この数値

はK市の一般退職者(以下、 K$調査という)の78.8

%に比べて有意に高かった (ρ くo.001以下、 p は特

に断りのない場合はクロス表における χ2検定の結果

を表す)凶。就労別では就労者に「健康」が多く (ρ 

く0.001)、収入 (ρ<0.05)により有意差が認められ

るO 収入の高い人ほど健康である O

また、退職準備行動の諸変数では存意差は認められ

なかった。社会参加では 6変数に有意な差があった。

健康自己評価で「健康」と感じている者はそうでない

ものに比べて「道路・公菌の掃除など地域環境をよく

する活動JI同窓会J(ρ く0.01)、「スポーツの会J
「民生委員などの公的な活動JI町内、自治会JIボラ

ンティア団体J(ρ く0.05)などへ参加している。日

常生活活動では 7変数に有意な差があった。健康自己

評価で「健康」と感じている者はそうでないものに比

べて「軽い体操JI孫の世話JI家の簡単な修理J(ρ 

く0.01)、「庭いじりJI自動車の運転JI日帰り旅行」

(ρ く0.05)で有意な差があり、逆に健康でないと答

えた者では「テレビ、を長時間つけたままJ(ρ く0.05)

で有意な差があった。退職後の生活変化では「健康J
と感じている者はそうでないものに比べて「地域活動

に参加するようになったJ(ρ く0.01)、「再就職した」

「学習活動J(ρ<0.05)で有意な差があった。

2 )愁訴:愁訴で多かったものは、「腰・手足の関節の

痛みJ(30.4%)が最も多く、次いで「その他J(16.3 

%)、「便秘・下痢傾向J(13.8%)であった。この質

問は複数回答可であったが、愁訴が lつ以上ある者は

65.3%、最高 9つある者が0.2%あった。平均愁訴数

は、1.1:=t 1. 59であり、 K市調査の1.8 :=t 1. 70に比べ

て低いω(t検定、 ρく0.001)。愁訴数は、「女性」に

多く (ρ<0.01)、収入が低いほど多くなる (ρ<0.0

1)。日常生活行動および社会活動とはほとんど関連せ

ず、退職後の生活変化ともほとんど関連しない。

3 )疾患数:治療中の疾患の有無では、何らかの疾患が

ある者は63.1%であった。疾患の種類では、「高血圧

症Jが24.7%で最も多く、次いで「その他J21. 4%、
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数量型変数間の相関関係表 1

歳芳

非就労者 24.3土5.232.5土8.717.0土4.920.4土4.77.8土2.60.9土0.81.2土1.37.9土7.8

***ρく0.001

38.5土18.9

**ρ<0.01 ρく0.05

66.4土2.7

t検定

変数間の有意差(χ2検定結果)一覧表

①年齢 ②居住年数@殺しい友人数④殺しい親威数⑤近所の友人勢@愁訴数 (7:疾患数 (8)PGC (9)老化意識度⑩退職準備度 ω社会参加度⑬生活変化度⑬RB ω解放理事 ⑬縁

1. 000 O. 090 * O. 037 O. 065 O. 053 O. 050 O. 090 *一0.045 0.056 -0.012 O. 127 ** 0.071 -0.027 0.021 0.036 

0.101 * 0.039 一0.119* 0.062 0.308 *** 0.126 ** 一0.120** 0.074 0.003 0.102 * 0.243 *** 0.215 * 0.101 * 1. 000 

0.093 -0.049 一0.0140.052 0.264 *** 0.028 -0.166 *** 0.077 一0.046一0.0360.342 *** 0.432 *** 1. 000 

0.222 *** 0.077 0.085 0.133 ** 0.263 *** 0.163 *** 一0.166*** 0.106 * 一0.061一0.0660.397 *** 1. 000 

0.181 *** 0.008 一0.0750.127キ*0.304 *本本0.099 * 一0.193*** 0.101 * 一0.070一0.099* 1. 000 

0.012 0.015 0.197 *** 一0.049-0.118 * 0.013 0.444 *** O. 426 *** -0. 480 *** 1. 000 

0.040 0.060 0.057 一0.010一0.0550.018 0.260 *** -0.204 *** 1. 000 

向
山
田

調

ω
f
菌
準
作
作
や
J

通
取

0.087 0.021 一0.364*** 0.114 * 0.183 *** 0.113 * 一0.518*** 1. 000 

0.186 *** 0.064 0.243 *** -0.173 *** 一0.253*** 四 0.142** 1. 000 

0.330 *** 

0.440 *** 

0.490 *** 0.084 0.010 1. 000 

ー0.021…0.021 1. 000 

①平面F

②居住年数

③親しい友人数

④親しい親戚数

⑤近所の親しい友人数

⑥愁訴数

⑦疾患数

③PGC 

⑨老化意識度

⑬退職準備度

③社会参加度

⑫生活変化度

⑬RB 

⑬解放感

⑬縁

表 2

…0.026 

0.027 

0.017 

0.026 

0.549 *** 

0.444 *** 

0.396 *** 

1. 000 

1. 000 

0.015 

1. 000 

1. 000 

議
ω
n
J』
N

〉同
~ 

***ρく0.001**ρく0.01Pearsonの相関係数*ρく0.05
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表 3 就労者/非就労者の平均舗の比較

居住年数就労 収入 健慶自己 愁訴数
評価

疾病数 PCG 老化意識

性別 *** **牢 * *本

就労 **牢 *** ** 

収入 *牢牢 * *本 * 

世帯収入 **本 ** 

健康管理
退職後の健康状態 *本 *** 本** *** **本 *** 

かかりつけ医 牢本 *牢* 本* *** 

退職後の健康診断 *本牢 * 

退職準備
経定済的生活の安定のための生活設計 ** 

年までに病気の診断や治療

退職準備の講習会減受講
徐々に仕事の量を らした * *** 
趣味や余暇活動を行うようにした * ** 
資格の取得
地域活動に参加 本**

再定就年職後の準備
ヰ牢

のことは考えないようにした
日常生活行動

テレピを長時間つけたまま *牢 **本 ** *** 
夫婦で散歩をする * * ** 
庭いじりなどをする *** * * ** 
軽い体操をする ** ** 
自帰り旅行をする * * ** 
友人・知人を会っておしゃべりする ** *** 
自動車を運な補転修する ** **牢 * 
家家の簡単 や大工仕事 ** 本 ** 

計簿や金銭出納帳をつける *本本 ** 
配偶者との詞頃の会話 キヰ

社会活動
道路公閣の掃除など地域環境をよくする *** * *牢 キ*牢 ** 
物齢を作者って寄付、 募な金どや奉公古切仕的活手なを送る *** 
高 や福祉施設 の 動 * 
民生委員、保護司などの 活動 *本 *牢* * * 
県、公民館などが主催の公開講産受講 本 * 
老人クラブなどの活動 *本* ** ** 
町内、自治会への参加 本牢本 *本 * ** *** 
ボランティア団体への参加 牢牢 本 * *** 
趣味の会への参加 牢*牢 *** *牢

スポーツの会・グソレープへの参加 ** 牢牢 *** 
退職者の会などのi日職場の集まり *本 * ** 
同窓会への参加 *本 *** ** 
シルバ一人材センターなどへの参加 ヰ牢 *牢牢 * 

退職後の生新活しのい変友化人
をイ乍るようにした ** ** 

新家食無族事駄し使いのに趣味や余暇活動を始めた
*** *牢

ために色々なことをするようにした 料 *本 * 
気をつけるようになった
いをしないようにした *牢 本牢

新しい人生の目標を持つようにした ** * 
地再学域就習活職活動に差参加するようになった *** ** ** 

をした *** * 本 * 
動 *本 * 

χ2検定 *ρ く0.05 **ρ く0.01 ***ρ く0.001
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疾患数0

〕・+・・退職者の会

____jー←問窓会 : 
;・冊一シノレバー人材;

疾患数1 疾患数2以上

図1 疾患数と社会活動の関係

「糖尿病J11. 8%であった。疾患数では、 lの者が

43.2%、次いで 2の者が16.0%であった。平均疾患数

はo.9土0.86であり、 K市調査の1.3土1.33に比べて

低い14)(t検定、 ρく0.001)。疾患数も愁訴数と同様

に、基本的属性と関連せず、日常生活行動、社会活動

についても有意差を認める変数はわずかであり、退職

後の生活変化とも相関しない。

疾患数をその分布状況から 3群にわけ、各群の社会

活動参加率を示した(図 1)0I寄付・募金JI俳句短

歌」は疾患数が Oから lに増えると参加率が低下し、

さらに疾患数が 1から 2に増えると上昇するという谷

形に変化する傾向にあった。疾患数の増加に関係なく

参加率が横ばい状態であったものは「老人クラブ」

「政治団体JIシルバ一人材センター」であった。これ

らの 5変数を除く変数では疾患数 1で参加率が低下し

ないかまたは上昇し、疾患数が 2になると参加率が低

下するという山形に変化する傾向にあった。これらの

結果から、疾患を 1つ抱えているくらいのほうがむし

ろ活動を高める場合のあることがわかる。

4) PGC:自治体退職者のPGCの平均得点は8.1土

2.54で、 K市調査の6.9土2.92に比べて顕著に高い (t

検定、 ρく0.001)問。 PGCは、基本的属性では個人お

よび世帯収入のみに関連が認められるが、表 2に示し

たように他の健康変数に比べると日常生活行動や社会

参加活動の多くの変数において関連性が認められ、老

化意識とも強く椙関しているO ただし、退職準備行動、

退職後の生活変化ではわずかな変数でしか関連性が認

められない。

2.就労/非就労

自治体退職者の就労率は61-65歳で71.0%、66-70歳で

48.3%であり、わが国における60-64歳の56.3%、65“69歳

の38.7%に比べて高いへ就業形態は臨時職員 (22.9%)

が最も多い(当該自治体では、定年後 2年更新で64歳ま

で嘱託として再就職できる)。わが国の高齢者世帯の平

均所得が328.9万mであるのに対して、自治体退職者の

場合は300万円以下の世帯が8.7%と少なし1。また、 300

万円以上700万円未満に約 7割が集中し、集団内の所得

格差が小さいことも特徴である。この所得格差は主に就

労しているか否かによるものと考えられる。

就労者では、「健康」と自覚している者の割合が30.2 

%であり、非就労者の21.0%に比べてと高い (ρ く0.001)

が、疾患数、愁訴数においては有意な差は認められない。

退職後かかった病気にも両者の差異はない。

また、表 3にみるように、 PGCの平均得点では就労

者は8.3士2.5で、非就労者の7.8i:2. 6に比べてわずかに

高い (t検定、 ρく0.05)が、反対に老化意識尺度では

就労者が18.9i:4.6であり、非就労者の17.0土4.7と比

べて低い (t検定、 ρく0.01)。老化意識の変数別では、

就労者が「体力に自信を感じているJ(ρ く0.05)のに

対して、非就労者は「おしゃれや身だしなみが面倒であ

るJ(ρ く0.001)、「他人と付き合うの面倒であるJ(ρ 

く0.05)などの対人関係からくる老化を感じていること

がわかる。

上述のような差はあるものの、就労者と非就労者の簡

で社会参加度に有意差は見られなかった。ただし、社会

活動の変数別の特徴をみると、就労者が「民生委員など

公的な活動や自治会への活動J(ρ く0.001)、「町内・自

治会などの活動J(ρ く0.01)など地域の活動に参加し
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て い るの に対 して 、非 就労 者 は 「趣 味 の会」(ρ 〈0.001)、

「老 人 ク ラ ブ」(ρ<0.01)な ど私 的 な集 りへ の参 加 を特

色 と して い る。

 退 職 準 備 度 の得 点 を み る と、 非 就 労 者 が17.0±4.9に

対 し就 労 者 は18.0±4.9(t検 定 、 ρ<0.01)と 高 い。 変

数 別 に検 討 す る と就 労 者 は 「再 就 職 準 備 を す る」(ρ<

0.001)「 地 域 活 動 に参 加 す る」(ρ<0.05)が 、 非 就 労

者 は 「仕 事 の量 を 減 らす」 「余 暇 活 動 を行 う」(ρ<0.05)

が多 い。 就 労 者 の方 が在 職 中 か ら地 域 活 動 へ の参 加 準 備

を進 め て い た と い う結 果 が で て い る。 一 方 、 非 就 労 者 の

退 職 準 備 は や は り 「余 暇活 動 」 が 中 心 で あ る。

 退 職 後 の 生 活 の変 化 度 は、 就 労 者 、 非 就 労 者 間 に統 計

的 な有 意 差 を認 め な か った が 、 変 数 別 に み る と若 干 の差

が あ る。 就 労 者 が 「再 就 職 した 」(ρ<0.001)の み で あ

るの に対 して、 非 就 労 者 は 「新 しい趣 味 や余 暇活 動 を始

め た 」(ρ<0.001)、 「無 駄 遣 い しな い よ う に した」 「家

族 の た め に 色 々 な こ と を す る よ う に した」 「学 習 活 動 」

「新 しい友 人 を 作 る よ うに した」(ρ<0.01)の 割 合 が就

労 者 よ り も有 意 に高 い。

3.居 住年数、居住地域およびネ ットワーク

 平均居住年数は40.9±19.93年 であり、青壮年期から

現在 の居住地に長 く生活する人が多いのが特徴である。

したがって、庁舎は都市部にあるにもかかわ らず、居住

地域は 「農村部」である者が46.4%を 占めていた。 この

ことは、地域活動への参加意欲や参加度 とも関係する。

全体として 「地域との繋が りを深めたいと思う」または

「少 し思う」者は74.3%に 、「退職後地域活動に参加する

よ うにした」 または 「少 しした」者は61.8%に ものぼる

が、居住年数が長いほど、また居住地域が 「農村部」で

あるほど、 その傾向は強 くなる。さ らに、「地域活動に

生 き甲斐を感 じている」者 は50.8%で あり、K市 の29.1

%に 比べて特徴的に高 く18)(ρ 〈0.001)、 やはり居住年

数が長 くなるほど、居住地域別でみると 「農村部」であ

るほどその傾向が強い。

 居住年数は、表1に みるように、社会参加度や退職準

備度、さらに親 しい友人数 と相関 している。居住年数が

長いことは居住地域に人間関係のネットワークを持っ こ

とと同義であるといってよい。同一の地域、とくに農村

部に長 く住み続けた自治体退職者 は、人間関係に動機づ

けられて在職中か ら退職後の地域参加に向けた準備に取

り組み、実際に退職後の社会参加度も高 くなると考えら

れる。

4.老 化意識

老化意識尺度は、体力への自信のなさや対人関係の億

表4退 職後の気持ち ・行動の変化(因 子分析)

因子
1 2

定年退職は思った以上に大変だった
定年退職は思ったほど大変ではなかっ
家庭内で疎外感を感じることがある
肩書きがなくな り寂しくなった
職場の人間関係から離れて寂しい
定年前から経済的不安を感 じている

暇をもてあますようになった
仕事のス トレスから解放された
仕事で感 じていた緊張感がなくなった
気持ちに余裕ができた

地域とのつなが りを深めたい
問じ趣味の人と関わりをもちたい
家族 とのっながりを深めたい
環役時代に得た知識を役立てたい

頑固になったり自分に固執しない
社会的地位にとらわれなくなった
会社の人間関係から離れせいせいした
定年前からずっと健康に不安

療の量が増えた　　　　　 。_、
定年までに十分仕事をや り遂げた
固有値
因子抽出法:主 因子法

0.777
-0 .606

0.474

0.466

0.423

0.411

0.312

0.009

0.105
-0 .229
-0 .056
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0.013

0.071
-0 .100
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0.857
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0.176
-0 .094
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0.142

0.048

0.111

0.156
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-0 .074

0.054

0.111
-0 .060

0.226
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0.696

0.516

0.511

0.482

0.251

0.021

0.087

0.345

0.392

0.169

0.032

0.279

0.042

1!::
-0 .079
-0 .002

0.053
-0 .127

0.043

0.172

0.033

0.161

0.125

5

一〇.003

0.053

0.043

-o
.077

0.069

0.173

0.268

-0
.016

0.006

0.182

 2.645

o.077
-0 .168

0.056

0.042

0.205

 2.074

0.511

0.485

0.389

0.134

0.096

1.291

0.317
一〇

.037

 1.037

   6

0.193

0.141
-0 .162

0.091
-0 .036
-0 .237
-0 .173

0.074

0.001

0.108

0.023
-0 .143

0.145

0.196
-0 .050

0.072

0.134
-0 .197
-0 .011

回 転法:Kaiserの 正規 化 を伴 わ ないバ リマックス法

0.375

1.023
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    家族 との繋が りを深めたい

      気持ちに余裕が出来た

 現役時代に得た知識を役に立てたい

 退職は思ったほど大変ではなかった

  定年まで十分仕事をや り遂げた

  仕事のス トレスから解放 された

  同 じ趣昧の人と関わ りを持ちたい

    地域 との繋が りを深めたい

 社会的地位にとらわれなくなった

仕事で感 じていた緊張感が無 くなった

職場の人間関係から離れせいせい した

 頑固になった り自分に固執しない

   定年前から経済的不安がある

   定年前から健康に不安がある

 職場の人間関係から離れて寂 しい

    暇を持て余すようになった

  肩書きが無くなり寂 しくなった

   退職は思ったより大変だった

        酒の量が増えた

家庭内で疎外感を感 じる

図2 退職後の気持ち ・行動の変化

劫さなど、対象者が感 じる主観的な老いの意識を測 る指

標である。自治体退職者の老化意識尺度の平均得点は、

19.5±4.69で あり、K市 調査の20.6±4.98よ り低 い19)(t

検定、 ρ<0.001)。

 老化意識は当初の予想 とは異なり年齢とは全 く相関 し

ない。 これはK市 など他の調査で も同じ結果であった。

「老 い」の意識は加齢 に伴 うものではな く、それ以外の

条件によって醸成されていくのである。

 その一方で、表1と 表2か らわかるように老化意識尺

度は、われわれが調査 した変数のなかでは、最 も多 くの

変数と相関関係や関連性を有する変数であった。老化意

識尺度は、居住年数、親 しい友人数、退職準備度、社会

参加度、退職後の生活変化度といずれ も負 に相関する。

老化意識が強 くなるほど社会的な活動性は低下すること

がうかがえる。一方で、老化意識尺度は、愁訴数、疾患

数とは正に、PGCと は負 に相関す る。っまり、老化を

意識するかどうかは健康状態にも大きく左右されるので

ある。先述 したように健康に関する諸変数は社会的な活

動性の度合いとそれほど大 きく関連 しないけれども、老

化意識を介することで両者はっながる。 したがって、老

化意識は、その人の健康を測 るうえでも、社会的活動性

を測るうえでも要となる指標なのである。

5.退 職 後 の 気 持 ち ・行 動 の 変 化

 退 職 後 の 気 持 ち ・行 動 の変 化 を 表 す20変 数 の うち 、 最

も多 か っ た もの は 「家 族 との 繋 が りを 深 め た い」(88.0

%)、 次 い で 「気 持 ち の 余 裕 が で きた」(82.1%)で あ っ

た(図2)。 反 対 に 少 な いの は、 「家 庭 内 で 疎 外 感 を 感 じ

る こ とが あ る」 の8.1%や 「酒 の 量 が 増 え た」 の9.1%、

「暇 を もて あ ま す よ う に な っ た」 の18.2%で あ る。 これ

か らわ か るよ う に、 上 位 に は、 退職 後 の 変 化 を 肯 定 的 に

捉 え る変 数 が 並 ん で い る。

 次 に、 これ ら20変 数 を類 型 化 す る こ とを 目的 に 因 子 分

析 を 行 っ た(表4)。 主 因 子 法 で バ リマ ッ ク ス回 転 を か

け た と ころ説 明 力 の あ る因 子 と して 以下 の3因 子 が 抽 出

さ れ た 。 な お 、 表 中、 口 の枠 で 囲 った 変 数 のCronbach

の α係 数 は 、 第1因 子 が0.701、 第2因 子 が0.728、 第3

因 子 が0.599で あ る。

 第1因 子 は、 「定 年 退 職 は思 った 以 上 に大 変 だ っ た」

「家 庭 内 で 疎 外 感 を 感 じ る」 「肩 書 きが な くな り寂 しい」

な ど か ら構 成 され て お り、 退 職 生 活 へ の移 行 に と もな っ

て精 神 的 に否 定 的 、 悲 観 的 な状 態 に 陥 って い る とい う意

味 で 「retirement blue=RB」 と命 名 で き る。 第2因 子

は 「仕 事 の ス トレス か ら解 放 さ れ た」 な ど で あ り、 文 字

ど お り仕 事 か ら離 れ て 穏 や か な気 持 ち に な って い る こ と

か ら 「解 放 感 」 と名 付 け た。 第3因 子 は 「地 域 との っ な

が りを深 め た い」 「同 じ趣 味 の 人 とか か わ りを 持 ちた い」
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など血縁、地縁、趣味縁にわたり人的ネットワークを拡

げたいという退職前には叶わなかった願いを表している

ことから「縁(つながり )Jを内容とする因子であると

解釈できる O

抽出された 3因子と他の変数との相関や関連は次のよ

うであった。第 1因子の iRBJは、 PGCと非常に強く

逆相関し、老化意識や愁訴数とも相関するが、社会参加

度とは相関しなし、。個別的にみても、社会参加や日常行

動の諸変数とは関連しない。就労・非就労とも無関連で

あるが、非就労者の就労希望では「今後仕事を持ちたく

ないJと関連している。自己意識の諸変数では、「岳分

の出る幕がなくなったと感じるJi近所づきあいのない

場所で暮らしたいJを肯定し、「社会と関わりを持って

生活したい」を否定している。そのほか、「定年前から

続けている趣味がある」を否定している O

第 2因子の「解放感」は、表 4では、どの変数とも相

関していない。就労・非就労では非就労と関連する。日

常行動では「子どもや親戚を訪問するJi孫の世話をす

る」と、社会参加では「老人クラブJや「趣味の会」と

少し関連する。また、「夫婦で話をしたり行動する機会」

「親戚の人と会ったり話をする機会Ji近所の人と話した

りお茶を飲んだりする機会Ji趣味の友達と会って話す

機会Ji家事をする時間」がそれぞれ増えることと関連

している。自己意識では「余生を楽しんでいるJi周り

に縛られず自分の生き方を大切にしたいJi年をとるこ

とは若いころ考えていたよりよいことだ」といった変数

と関連する。退職後の行動では、「家族のため色々なこ

とをするようにしたJi無駄使いをしないようにした」

を肯定している。

第 3因子の「縁(つながり )Jは、社会参加度、生活

変化度、退職準備度とは非常に強く相関しているO また、

居住年数、親しい親戚数、近所の親しい友人数と正の相

関にあり、老化意識とは負の相関にある O ただし、健康

変数とは無相関である。日常行動では、「友人、知人と

会っておしゃべりをするJiカラオケをする」など多く

の変数と関連し、社会参加の諸変数とはすべて関連する。

解放感と伺じように親戚や友人などと会う機会は増えて

いる。自己意識では「地域社会のために役立ちたい」

「地域の活動に生き甲斐を感じているJi人の世話をする

のが好きであるJi自分の人生にまあ満足している」な

どの変数が肯定され、「前より人の役に立たなくなったJ

などが否定される O 老年規範では「高齢者はもっと社会

の役に立つことをすべきである」という変数と最も強く

関連するO 退職準舗では、やはり「地域活動に参加する

ようにしたJが最も強く関連する。退職後の行動では、

「地域活動に参加するようになったJに次いで「新しい

友人を作るようにした」と強く関連する。
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IV.考察

今回の調査対象である自治体退職者は、同年代の人た

ちと比べて健康および経済的に恵まれ、再就労率も高い

集団であるO しかし、退職後の生活の活動性を誼接左右

する要因は、身体的健康や就労の有無ではなく老いの意

識や居住地域(ネットワーク)であるという結果が示さ

れた。金ら 20)は、中高年者を対象にした社会活動調査に

おいて、健康自己評価が高いことが倍人活動に有意に関

連し、また、高齢期の就業・不就業に最も影響を与える

要因も「本人の健康度Jであると指摘しているヘしか

し、われわれの調査結果はこれらの知見を部分的にしか

支持しなかった。健康自己評価はこれまで簡便な自己評

価指標として国民生活基礎調査をはじめ各種社会調査に

用いられている仰が、健康自己評価のみで健康の度合い

を測るのは不十分である却と言ってよい。簡便であるが

ゆえにこの指標に内包される健康の多義性が検討される

ことなく、多用されてきたともいえる。それは、高齢者

の調査の多くが、主に65歳以上の者や身体機能の低下の

ある者を対象抑5)としており、健康自己評価と活動性と

が関連することを自明の前提としていたためであろう。

しかし、今回のような初期高齢者や身体的健壊に問題を

抱える者が少ない集団を対象とする場合には、少なくと

もPGCのような精神的健康を測る変数を加味しておく

必要がある O

さらに重要なのは、健康状態よりも老いの意識-自己

を高齢者としてアイデンティファイするか否かが退職後

の生活の活動性に大きく影響していることである。老化

意識は、健康とも就労状態ともネットワークとも関連す

るO そして、老化意識が強いほど日常生活においても社

会参加においても消極的になるO したがって、ある個人

の生の水準(ライフレベル)を総合的に判定するための

簡便な指標としては、むしろ健康自己評価よりも老化意

識尺度のほうが有用であると思われる。

次に、就労の有無が退職後の生活に及ぼす影響2伽 7)に

ついて触れておきたし、。これまでの研究では、非就労者

は家庭内役割や地域活動へと生活の重心を移行させるこ

と、これに対して再就職者にも移行はみられるものの、

依然として職業中心の生活を送ることが多いことが指摘

されているお)。しかし今回の自治体退職者調査では、就

労者と非就労者の間で退職後の生活変化に違いがみられ

ない、あるいは社会参加の度合いにも差が認められない

という結果が出ている。非就労者の生活が家庭や地域な

どを中心としたものに移行しているのは認められるが、

就労者の場合も閉じように家庭や地域へと生活の中心が

移行しているのである O しかし、今回の調査対象の就労

者は地域社会に貢献したいという意識が高く、就業形態

を変化させながら社会活動に参加している O 彼らは定年
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前のような経済的な必要からというよりも社会貢献活動

のー形態として就労を選択しているO すでにわれわれが

行った看護者の退職調査においても就労者と非就労者の

社会活動には著しい差がみられなかった則。看護退職者

は一般の高齢女性より明らかに高い再就労率であり、か

っ経済的動機に基づ、く就労ではないために就労への満足

度が高いことを指摘した。今回の自治体退職者において

も似たような背景が存在しているといえるO 地域社会へ

の高い参加意向も考慮すると、自治体退職者は地域社会

の維持、運営を中心的に担う人材源としての可能性を有

しており、団塊の世代の退職を目前にしたわが国におけ

る地域社会システムの再構築のためには彼らの培ってき

た能力を生かせるようにすることが急務の課題といえる

であろう。

しかし、自治体退職者の退職後の気持ちの変化をみて

みると、主に 3つのグループにわかれている O 第 3因子

の「縁(つながり )Jから連想されるく再就労し地域活

動も行う〉というグループは、退職準備の段階から築い

てきた人的ネットワークを土台にして退職後の高い活動

性を実現している O 心身の健康度とこの活動性の高さが

結び、つかないのもこのグループの特徴である O 仕事から

の解放感や時間的なゆとりを感じている第2因子のグルー

プは全ての変数と相関しないという、まったく異なるグ

ループである。定年後、就労や社会的な活動には興味は

ないけれども趣味や家族や友人との私的な関係は大切に

育んでいてそれなりに悠々自適の生活を送っている人た

ちであるO そして、今ひとつは、定年にともなって精神

的な疎外感を感じている第 l悶子 IRBJのグループで

ある O 日常行動や就労、社会参加には際だった特徴がな

いので外見の観察からは特定するのが難しいのだが、 P

GCが低く、老化意識も強いという精神的リスクを抱え

たグループである。ただ、ケース的には少数であると考

えられる。

定年退職は個人が引退をきめるという主体的出退では

なく組織の活力維持のための制度的引退を意味する 3九

今回の調査対象である自治体職員の場合も、退職後に地

域社会やその他の場において決められた役割が待ってく

れているわけではなく、退職者自らが自分のための新た

な役割を模索し、選択することが求められている O この

ような退職後の生活の意味づけもまた多様であり、個人

の自己決定にまかされるのである。それゆえ、定年退職

を新たな人生への入り口と捉えるのか、職業生活から解

放され時間的ゆとりを楽しむ私人に戻る扉と捉えるのか、

あるいは社会的役割を失い老いへと向かうネガティブな

ライフイベントと捉えるのか回答者の幅は大きし1。今回

の調査結果は、日本の社会ではいまだ定年退職に対する

価値観が定まっていないことを教えてくれる。

西田厚子、堀井とよみ、筒井裕子、平英美

町本研究の限界

本研究は、自治体労働者という集団において、退職に

よりどのような変化が生じたかを分析したものである。

しかし、横断的調査としての限界があり、今後はコホー

ト調査を継続して、健康度の高い集団が加齢によりどの

ように変化するか捉えていきたいと考えている。
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